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税務情報 

2023 年度税制改正関連情報 

1. 国税庁 － 法人税基本通達等の趣旨説明の公表 

国税庁は 10 月 19 日、2023 年度税制改正に対応して発遣された「法人税基本通
達等の一部改正について（法令解釈通達）」（2023 年 6 月 20 日付）（*）に係る以
下の趣旨説明を公表しました。 

 令和 5 年 6 月 20 日付課法 2－8 ほか 1 課共同「法人税基本通達等の一部改
正について」（法令解釈通達）の趣旨説明 

たとえば、「第 1 法人税基本通達関係」や「第 2 租税特別措置法関係通達（法
人税編）関係」では、以下のような趣旨説明がなされています。 

【暗号資産】 

《2－3－62 の 2 発行のために要した費用の額に含まれないものの例示》 

• 暗号資産の発行に係る計画の設計等のために他の者へ支払うコンサルタン
ト料等は、発行者にとって最終的に暗号資産を発行するためには必要な支出
であり、その発行との間に関連性があることは疑いがないが、発行という行
為そのものに直接要した費用とはいえないことから、「発行のために要した
費用」に含まれない。 

• 暗号資産の基となるトークンの生成には、既存の暗号資産について広く一般
に公開されているトークン生成用のサービスを利用することで数百円程度
の僅かな手数料のみで生成することが可能な方法もあるが、この方法による
場合、その数百円程度の金額が「発行のために要した費用」に額に該当する
こととなろう。 

【試験研究費の税額控除制度】 

《42－4（1）－2 試験研究に含まれないもの》 

• 性能向上を目的としないことが明らかな開発業務の一部として行うデザイ
ンの考案は試験研究に含まれないことが明確化されたが、「性能向上を目的
としないことが明らか」であるかどうかは、たとえば、研究開発のプロジェ
クトなど、一連の開発業務の単位で判断することとなる。 
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（*） 改正通達の概要は、e-Tax News No.283「国税庁 － 法令解釈通達の発遣」
（2023 年 6 月 26 日発行）でお知らせしています。 

2. 財務省 － 所得合算ルールに相当する規定に係る税制改正の解説の公表

財務省は 10 月 20 日、「令和 5 年度 税制改正の解説」のページにおいて、
OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組みにより合意された「第 2 の柱」（グローバル・
ミニマム課税）のうち、2023 年度税制改正で創設された所得合算ルール（IIR:

Income Inclusion Rule）に相当する規定「各対象会計年度の国際最低課税額に
対する法人税」に係る以下の税制改正の解説を公表しました（*）。

 国際課税関係の改正（各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税の創
設等関係）（PDF 3,383KB）

この税制改正の解説（全 236 ページ）では、本規定の内容が多くの図表を用い
て詳細に解説されています。 

なお、税制改正の解説にところどころ記載されている「（参考）」には、OECD/G20

の BEPS 包摂的枠組みより公表された GloBE モデルルール及びコメンタリー
の内容と本規定との関係や、今後の税制改正において対応予定とされる事項等
も示されています。 

（*） 「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」以外の項目に係る税制
改正の解説は、7 月 10 日に公表されています。 

https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2023/06/e-taxnews-20230626.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2023/06/e-taxnews-20230626.html
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2023/explanation/index.html
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2023/explanation/PDF/p0741-0976.pdf
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2023/explanation/PDF/p0741-0976.pdf
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